
 

 

国立大学法人高知大学建設工事等に係る前払金等支払取扱細則 

平成16年４月１日 

規 則 第 1 2 3号  

最終改正 令和７年１月20日規則第53号 

（趣旨） 

第１条 国立大学法人高知大学において発注する建設工事等に係る前払金等の支払につい

ては、国立大学法人高知大学会計規則その他の規則又はこれらに基づく特段の定めによる

ほか、この細則の定めるところによる。 

（適用法令） 

第２条 この細則の運用においては、公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和27年法

律第184号、以下「前払金保証法」という。）及び政令を適用するものとする。 

（公共工事の代価の前金払） 

第３条 国立大学法人高知大学工事請負契約取扱細則第15条に規定する前払金については、

前払金保証法第２条第４項に規定する保証事業会社により前金払の保証がされた同条第

１項に規定する公共工事の代価の前金払の範囲及び割合は、次の各項及び各号に掲げると

おりとする。 

２ 工事における前払金について、範囲は第１号、割合は第２号の規定によるものとする。 

 (1) 一件の請負代金が500万円以上の土木建築に関する工事（土木建築に関する工事の設

計及び調査並びに土木建築に関する工事の用に供することを目的とする機械類の製造

を除く。）において、当該工事の材料費、労務費、機械器具の賃借料、機械購入費（当

該工事において償却される割合に相当する額に限る。）、動力費、支払運賃、修繕費、

仮設費、労働者災害補償保険料及び保証料に相当する額として必要な経費 

 (2) 請負代価の10分の４以内。ただし、前金払をした後において、請負代価を減額した

場合は、当該前金払の額を超えない範囲内において、改定請負代価の10分の５以内 

３ 設計又は調査における前払金について、範囲は第１号、割合は第２号の規定によるもの

とする。 

  (1) 一件の請負代価が1,000万円以上の土木建築に関する工事の設計又は調査において、

当該設計又は調査の材料費、労務費、外注費、機械購入費（当該設計又は調査において

償却される割合に相当する額に限る。）、動力費、支払運賃及び保証料に相当する額と

して必要な経費 

 (2) 請負代価の10分の３以内。ただし、前金払をした後において、請負代価を減額した



 

 

場合は、当該前金払の額を超えない範囲内において、改定請負代価の10分の４以内 

４ 測量における前払金について、範囲は第１号、割合は第２号の規定によるものとする。 

 (1) 一件の請負代価が1,000万円以上の測量において、当該測量の材料費、労務費、外注

費、機械器具の賃借料、機械購入費（当該測量において償却される割合に相当する額に

限る。）、動力費、交通通信費、支払運賃、修繕費及び保証料に相当する額として必要

な経費 

 (2) 請負代価の10分の３以内。ただし、前金払をした後において、請負代価を減額した

場合は、当該前金払の額を超えない範囲内において、改定請負代価の10分の４以内 

（公共工事の代価の中間前金払） 

第４条 前条に規定する前払金以外の中間前払金については、前払金保証法第２条第４項に

規定する保証事業会社により中間前金払の保証がされた同条第１項に規定する公共工事

の代価の中間前金払の範囲、割合及び支払の条件については、次の各号に掲げるとおりと

する。 

 (1) 中間前払金を実施できる範囲は、一件の請負代金が2,000万円以上で、かつ、工期が

５か月以上の土木建築に関する工事（土木建築に関する工事の設計及び調査並びに土木

建築に関する工事の用に供することを目的とする機械類の製造を除く。）において、当

該工事の材料費、労務費、機械器具の賃借料、機械購入費（当該工事において償却され

る割合に相当する額に限る。）、動力費、支払運賃、修繕費、仮設費、労働者災害補償

保険料及び保証料に相当する額として必要な経費 

  (2) 中間前払金を実施できる割合は、請負代価の10分の２以内 

  (3) 支払の条件は、工期の２分の１を経過し、かつ、工程表によりその時期までに実施

すべき工事が行われていること、又は工事の進捗額が当該契約額の２分の１以上である

こと。 

（国庫債務負担行為に基づく契約の場合の前払金等） 

第５条 国庫債務負担行為に基づく前払金については、前払金保証法第２条第４項の規定に

よる保証事業会社により前金払の保証がされた国庫債務負担行為に基づく公共工事の代

価の前金払い等の範囲、割合及び支払の条件については、次の各号に掲げるとおりとする。 

 (1) 前金払いは、国庫債務負担行為に基づく契約額について、各年度の支払計画に応ず

る各年度の工事出来高予定額による年割額を定め、各年度毎の当該予定額に毎年度文部

科学大臣が財務大臣に協議して定める前金払の割合に乗じた額について、各年度ごとに

ついてするものとする。ただし、契約を締結した年度の次年度以降の分について、前年



 

 

度における国庫債務負担行為に係る支出予算の繰越額がある場合の前金払の支払時期

は、当該支出予算の繰越額に相当する部分の事業が完成した後においてするものとする。 

  (2) 国庫債務負担行為に基づく契約について、前払保証期間が二事業年度にわたり、15

か月を超えない場合で、かつ、当該期間について前払保証がなされている場合において

は、第一年次の支出予算の範囲内で契約年度において、当該保証期間における工事完成

予定額に、毎年度文部科学大臣が財務大臣と協議して定める前金払の割合を乗じた額に

ついてすることができるものとする。 

  (3) 国庫債務負担行為に基づく契約にかかる工事代金の部分払についても、第２項の規

定により部分払することができるものとする。 

  (4) 国立大学法人高知大学における支出予算の繰越手続取扱細則による公共工事の繰越

明許費に係る翌年度にわたる債務の負担に係る契約についても、この取扱いに準じて取

扱うものとする。 

２ 契約により、工事の請負契約に係る既済部分に対し、その完済前に代価の一部を支払う

必要がある場合における当該支払金額は、工事の請負契約にあってはその既済部分に対す

る代価の10分の９をこえることができない。ただし、性質上可分の工事の請負契約に係る

完済部分にあっては、その代価の全額までを支払うことができる。 

（国庫債務負担行為に基づく契約事務取扱手続） 

第６条 国庫債務負担行為に基づく契約事務の取扱い及び手続については、国庫債務負担行

為に基づく契約事務の取扱いについて（昭和39年８月25日付省施第15号管理局長通知）の

規定を準用するものとする。 

（工事既済部分出来形査定要領） 

第７条 国立大学法人高知大学工事請負契約取扱細則の別記第１号工事請負契約基準第37

の規定による部分払を行う場合の出来形査定要領は、工事既済部分出来形査定要領の改訂

について（平成３年３月25日付文施指第47号文教施設部長通知）の規定を準用するものと

する。 

附 則 

この要領は、平成16年４月１日から施行する。 

附 則（令和７年１月20日規則第53号） 

この細則は、令和７年１月20日から施行する。 


